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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第102期

中間連結会計期間
第103期

中間連結会計期間
第102期

会計期間
自　2025年４月１日
至　2025年９月30日

自　2026年４月１日
至　2026年９月30日

自　2025年４月１日
至　2026年３月31日

売上高 (百万円) 55,796 64,614 128,197

経常利益又は経常損失(△) (百万円) 6,259 8,979 18,793

親会社株主に帰属する中間(当期)純利益
又は親会社株主に帰属する中間(当期)純
損失(△)

(百万円) 4,551 6,290 14,498

中間包括利益又は包括利益 (百万円) 5,765 9,783 22,113

純資産額 (百万円) 82,729 104,419 98,906

総資産額 (百万円) 137,197 170,630 158,740

１株当たり中間(当期)純利益
又は１株当たり中間(当期)純損失(△)

(円) 161.32 222.76 513.87

自己資本比率 (％) 60.3 61.2 62.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,789 7,031 12,909

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,797 △6,699 △6,466

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,561 △1,169 △5,651

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 9,982 10,804 11,618

　（注）１　当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３　当社は、当中間連結会計期間より「株式給付信託(BBT)」から「株式給付信託(BBT-RS)」へ移行しておりま

す。１株当たり中間（当期）純利益又は１株当たり中間（当期）純損失（△）の基礎となる期中平均株式数

はその計算において控除する自己株式に当該信託が保有する当社株式を含めております。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社の企業グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間における、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の

判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（1）財政状態及び経営成績の状況

　a 経営成績

　当中間連結会計期間(2026年４月１日～2026年９月30日)における当社グループを取り巻く経営環境は、レアアー

スの供給不安定化や中東情勢をはじめとした地政学リスクが継続するも、AI関連の需要増加による半導体市場の好

環境および防衛関連機器の需要継続により好調に推移いたしました。

　このような景況の下で、当社グループの当中間連結会計期間の経営成績は、受注高は1,017億45百万円(前年同中

間期比32.2%増)、売上高につきましては646億14百万円(前年同中間期比15.8%増)となりました。損益面につきまし

ては、営業利益は87億99百万円(前年同中間期比44.6%増)となりました。経常利益は89億79百万円(前年同中間期比

43.5%増)となり、親会社株主に帰属する中間純利益は62億90百万円(前年同中間期比38.2%増)となりました。

　なお、当社グループの事業構造として、公共インフラ等の設備関連機器の売上が年度末に集中する傾向があるた

め、連結会計年度の上半期と下半期の業績に季節的変動があります。

 

　セグメント別の状況は次のとおりであります。

　クリーン搬送システム事業は、半導体製造設備市場の好調に伴う需要増により、受注高は255億95百万円(前年同

中間期比108.6%増)となりました。

　売上高は、184億42百万円(前年同中間期比39.1%増)となり、損益面につきましては、売上高の増加により営業利

益は40億５百万円(前年同中間期比93.1%増)となりました。

 

　モーション機器事業は、航空宇宙関連機器で高水準の受注を継続していること、半導体製造装置向けアクチュ

エータの受注が好調であったことから、受注高は377億50百万円(前年同中間期比14.0%増)となりました。

　売上高は234億71百万円(前年同中間期比5.3%増)となり、損益面につきましては、売上高の増加により営業利益

は28億91百万円(前年同中間期比21.3%増)となりました。

 

　パワーエレクトロニクス機器事業は、民間・公共向けの電気設備需要が増加したことから、受注高は139億99百

万円(前年同中間期比13.5%増)となりました。

　売上高は、電子部品関連向けの振動機器が増加したことから、106億63百万円(前年同中間期比7.0%増)となりま

した。損益面につきましては、営業利益は８億39百万円(前年同中間期比17.9%増)となりました。

 

　エンジニアリング＆サービス事業は、工事案件の受注が高水準を維持しており、受注高は243億99百万円(前年同

中間期比26.9%増)となりました。

　売上高は120億37百万円(前年同中間期比17.0%増)となり、損益面につきましては、売上高の増加と利益率の改善

により、営業利益は14億96百万円(前年同中間期比39.3%増)となりました。
 

　b 財政状態

　当中間連結会計期間末における総資産は1,706億30百万円となり、前連結会計年度末より118億90百万円増加いた

しました。これは、主として棚卸資産が75億23百万円、投資有価証券が55億70百万円、有形固定資産が23億６百万

円それぞれ増加したこと、受取手形、売掛金及び契約資産が25億26百万円減少したこと等によるものであります。

　当中間連結会計期間末における負債は662億11百万円となり、前連結会計年度末より63億77百万円増加いたしま

した。これは、主として借入金が30億45百万円、固定負債その他が18億98百万円、支払手形及び買掛金が16億84百

万円、流動負債その他が11億99百万円それぞれ増加したこと、未払法人税等が15億83百万円減少したこと等による

ものであります。

　当中間連結会計期間末における純資産は1,044億19百万円となり、前連結会計年度末より55億13百万円増加いた

しました。これは、その他有価証券評価差額金が38億40百万円、親会社株主に帰属する中間純利益の計上等により

利益剰余金が18億92百万円それぞれ増加したこと等によるものであります。
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（2）キャッシュ・フローの状況の分析

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末より８億14

百万円減少し、108億４百万円となりました。また、前年同中間期との比較につきましては、８億22百万円の増加

となりました。

　各活動別のキャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間における営業活動による資金の増加額は、70億31百万円となりました。これは、棚卸資産の

増加75億22百万円、法人税等の支払38億26百万円等がありましたが、税金等調整前中間純利益89億79百万円の計

上、契約負債の増加38億91百万円、売上債権の減少26億円、減価償却費17億60百万円の計上、仕入債務の増加16億

13百万円等によるものです。

　また、前年同中間期との比較につきましては、仕入債務の増加等により22億41百万円の増加となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少額は、66億99百万円となりました。これは、有形固定資

産の取得による支出63億49百万円等によるものであります。

　また、前年同中間期との比較につきましては、有形固定資産の取得による支出の増加等により49億１百万円の減

少となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間連結会計期間における財務活動による資金の減少額は、11億69百万円となりました。これは、配当金の支

払43億68百万円、短期借入金及び長期借入金の純増加（調達から返済を差し引いた額）30億58百万円等によるもの

であります。

　また、前年同中間期との比較につきましては、短期借入金及び長期借入金の純増加（調達から返済を差し引いた

額）等により23億91百万円の増加となりました。

 

（3）経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

（4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

（5）財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当社は、2026年４月23日開催の当社取締役会において、「当社株券等の大規模買付行為に関する対応方針（買収

防衛策）」（以下、本対応方針といいます。）を継続しないことを決議し、その有効期間が満了する2026年６月26

日開催の定時株主総会終結の時をもって本対応方針を廃止いたしました。

　これに伴い、当中間連結会計期間において、財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

を以下のとおり変更しております。

 

１．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容の概要

　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社の企業価値ひいては

株主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者である必要があると当社

取締役会は考えております。上場会社である当社の株式については自由な取引が認められており、当社取締役会

は、当社に対し次の（ⅰ）または（ⅱ）に該当するもしくは該当する可能性がある当社株券等の買付けその他の

取得またはこれに類似する行為（ただし、当社取締役会が予め承認したものを除きます。以下「大規模買付行

為」といいます。）が行われた場合に、これを受け入れるか否かの最終的な判断については、その時点における

株主の皆様に委ねられるべきであると考えております。

（ⅰ）当社が発行者である株券等について、当社の特定の株主の株券等所有割合の合計が20％以上となる買付け

その他の取得

（ⅱ）当社が発行者である株券等について、当社の特定の株主の株券等所有割合及びその特別関係者の株券等所

有割合の合計が20％以上となる当該株券等の買付けその他の取得

　しかしながら、大規模買付行為には、その目的等から見て①企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な

侵害をもたらすもの、②株主に株券等の売却を事実上強要するおそれがあるもの、③対象会社の取締役会や株主

が株券等の大規模買付行為の内容等について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分

な時間や情報を提供しないもの、④対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者

との協議・交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものも少なくあり

ません。
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　当社は、当社の企業価値の源泉は、①多岐にわたる製品を、機械・電気・制御の開発・生産から販売まで行う

一貫体制、②創業以来培われた豊富な経験とノウハウに裏づけされた高度な技術力、③ステークホルダーとの間

で長年にわたり築き上げてきた信頼関係、④事業組織間での人材、固有技術、製造技術等のシナジーを積み重ね

ていく企業風土、⑤組織、人材のシナジーを引き出す経営と従業員の信頼関係にあると考えており、当社株券等

の大規模買付行為を行う者がこのような当社の企業価値の源泉を理解した上で、これらを中長期的に確保し、向

上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益は毀損されることになります。ま

た、当社の株券等の大規模買付行為を行おうとし、または現に行っている者（以下、「大規模買付者」といいま

す。）により大規模買付行為がなされる場合に、株主の皆様がこれに応じるか否かを決定するに際しては、大規

模買付者から、事前に、株主の皆様の判断のために必要かつ十分な大規模買付行為に関する情報が提供される必

要があると考えており、かかる情報が明らかにされないまま大規模買付行為が強行される場合には、当社の企業

価値ひいては株主の皆様の共同の利益は毀損される可能性が極めて高いと考えております。

　当社としては、このような当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益に資さない大規模買付行為を行う

者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大規模買付行為

に対しては必要かつ相当な対抗手段を講じることにより、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確

保する必要があると考えております。

 

２．基本方針の実現に資する特別な取組の内容の概要

１）当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に向けた取組について

(1）当社の企業理念及び企業価値の源泉について

　当社は、「企業理念」を制定し、企業価値とその源泉となる競争力向上に取り組んでおります。その「企業理

念」は次のとおりです。

『「一歩先を行く技術」「地球を大切にする心」「思いやりのある行動」私たちはこの３つを大切に人から宇宙

まで豊かな暮らしと社会の発展に貢献します。』

　当社は、1917年の創業以来、電磁応用力技術と精密機構技術を基盤に幅広い分野に事業領域を拡げ、現在で

は、航空機用電子機器、カラープリンタ、電磁クラッチ、半導体ウェーハ搬送機器、社会インフラ電気設備等の

多様な製品をお客様に提供しております。

　当社の企業価値の確保・向上を目指す上で、企業価値の源泉は、以下に掲げる要素にあるものと考えておりま

す。

　①官公庁から半導体メーカーや写真関連メーカーまで多岐にわたるお客様のニーズを捉えた製品を、電子機

器、精密機械、制御・ソフトの開発・生産から販売まで行う一貫体制

　②創業以来培われた豊富な経験とノウハウに裏づけされた高度な技術力

　③株主の皆様はもちろん、お客様・取引先・地域関係者等のステークホルダーとの間で長年にわたり築き上げ

てきた信頼関係

　④個々の事業組織間での人材の支援や保有技術の相互利用、生産現場での技能協力等のシナジーを積み重ねて

いく企業風土

　⑤当社の企業風土と歴史的背景を深く理解し、最大限の効果を引き出す経営と従業員の信頼関係

 

(2）当社の今後の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に向けた取組について

　当社グループは、2025年度を初年度とする３ヵ年のグループ中期経営計画を策定し、取組を進めております。

2030年の姿としての長期目標「社会・顧客・自らに響く挑戦と成長企業への変革」に向け、技術オリエンテッド

（技術開発力・技術対応力で顧客満足度向上）により事業領域を拡げ、事業規模を大きく拡大させる中期経営計

画としています。

　当社のビジネスモデルの基本となる「技術オリエンテッド」（技術開発力・対応力でお客様満足度を高める）

による事業拡大を進めます。持続的な需要が見込まれる半導体関連市場での領域拡大および防衛力整備計画に伴

う航空宇宙事業のキャパシティ拡充を事業拡大の牽引役とし、コア技術である「モーター／モータードライブ・

パワーエレクトロニクス」技術の強化を進めることで製品構成・事業ポートフォリオの変革を進めてまいりま

す。

①半導体関連分野・航空宇宙分野への注力

　世の中のあらゆる電化製品に欠かせない半導体市場は今後も更なる進化・拡大が予測されており、当社の強み

である精密搬送技術を活かし、クリーン搬送システム・モーション機器セグメントの事業領域を広げます。防衛

力強化・宇宙産業の成長促進が追い風となっている航空宇宙事業では、キャパシティを倍増するとともに、技術

の対応領域を広げることで事業規模を引き上げます。

②技術開発力／対応力強化による事業領域拡大

　当社ビジネスモデルの基本となる技術開発力／対応力で顧客満足度向上（＝技術オリエンテッド）の更なる強

化を目指し、技術者の大幅増強、教育プログラムの拡充、M&Aを含む外部との協業を進め、開発のスピードアッ

プ・対応領域の拡大を図ります。

③事業拡大のための積極的な投資と業務効率化
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　当社の事業規模拡大と社会課題となっている人手不足に対応したものづくり体制として、大幅なキャパシティ

増強および自動化・デジタル化投資を進めます。また、技術開発体制の強化に向けては技術開発センターの設立

等を行い、サステナブルな企業成長の礎を構築してまいります。

④組織・文化の改革

　会社及び個人の成長に向けてチャレンジできる人・チャレンジする人を支える企業への変革を実現するため、

中長期的な成長を視野に、人財確保・人財教育・評価制度の充実等の人的投資、事業環境に柔軟に対応できる組

織改革を行ってまいります。

　また、従来より当社グループの企業価値の確保・向上を図るための重要事項と位置づけている、電子機器、精

密機械、制御・ソフトの設計・開発に関わる高度な技術や溶接・加工等の製造技術・技能の伝承・強化について

も、今後とも引き続き推進してまいります。

　このように、当社は、今後も企業価値＝業績向上を続けていくため、機械やデータに置き換えることができな

い技能や組織間のシナジーの重要性を大切にする企業風土を醸成するとともに、これを深く理解する経営と従業

員との信頼のさらなる強化に取り組んでまいります。

 

２）企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上の基盤となる仕組み － コーポレートガバナンスの整備

　当社は、経営目標を達成する過程においても、各ステークホルダーとのより良好な関係にも配慮すべきである

と考えており、かかる目的達成のために、各ステークホルダーの皆様のご理解とご支援をいただくこと、及び法

令・定款の遵守と高い倫理観の醸成を命題として、コンプライアンス体制の整備に取り組み、企業価値の確保・

向上と経営チェック機能の充実を共に図ることを目指しております。

　具体的な施策としては、執行役員制度を採用し、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能を分離することに

より、業務執行機能や意思決定・監督機能を強化するとともに、外部からの経営チェック・助言により適切な経

営に資するため、弁護士など外部の専門家から適宜アドバイスを受けるほか、独立性のある社外取締役３名及び

社外監査役２名を選任し、５名全員を㈱東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所に届け出ており

ます。また、コンプライアンスに対する社内の意識強化と問題の未然防止に資するため、全社コンプライアンス

の担当役員を任命し、関係会社の代表や外部有識者も加えたコンプライアンス委員会の設置を行っております。

さらに内部統制システムについて、その体制を整え、継続的な運用と評価・改善を図っております。

 

３．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組

　当社は、2008年６月27日開催の当社第84回定時株主総会において、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同

の利益を継続的かつ持続的に確保し、向上していくことを目的に本対応方針を導入いたしました。その後数度の

改定を経て、直近では2023年６月29日に開催された当社第99回定時株主総会において、その継続につき株主の皆

様のご承認をいただきました。

　当社は、本対応方針導入後も、中期経営計画の実行等を通して経営基盤・コーポレートガバナンスの強化に取

り組み、企業価値の向上ひいては株主の皆様の共同の利益の最大化を図るとともに、その在り方について慎重に

検討を続けてまいりました。

　かかる検討の結果、当社は、国内外の機関投資家をはじめとする株主の皆様のご意見や買収防衛策に関する近

時の動向、当社を取り巻く経営環境の変化等を総合的に勘案し、2026年４月23日開催の当社取締役会において、

本対応方針の有効期間が満了する2026年６月26日開催の第102回定時株主総会終結の時をもって、本対応方針を

継続せず廃止することを決議いたしました。

　なお、当社は、本対応方針廃止後も、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益の確保・向上に向けた

取組を一層推進してまいります。また、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を毀損するおそれのあ

る大規模買付行為を行おうとする者に対しては、株主の皆様が当該大規模買付行為の是非を適切に判断するため

に必要かつ十分な時間及び情報の提供を求め、独立性を有する社外取締役等の意見を尊重した上で、金融商品取

引法、会社法その他関連法令の許容する範囲内において、その時点で採用可能かつ適切と考えられる施策を講じ

てまいります。

 

４．上記２．の取組についての当社取締役会の判断

　当社は、継続的な企業価値の向上こそが株主の皆様の共同の利益の向上のために最優先されるべき課題である

と考え、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益の向上を目的に、上記２．の取組を行っております

が、これらの取組の実施を通じて、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を向上させ、それを当社の

株式の価値に適正に反映させていくことにより、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を著しく損な

うおそれのある当社株券等の大規模買付行為は困難になるものと考えられ、これらの取組は、上記１．の基本方

針に資するものであると考えております。

　したがいまして、上記２．の取組は、上記１．の基本方針に沿うものであり、株主の皆様の共同の利益を損な

うものではなく、また、当社の役員の地位の維持を目的とするものではないと判断しております。
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（6）研究開発活動

　当中間連結会計期間の研究開発費の総額は24億81百万円であります。

 

（7）主要な設備

　当中間連結会計期間における主要な設備の変動はありません。また主要な設備の新設計画に著しい変更はありま

せん。

 

３【重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、重要な契約等は行われておりません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 116,000,000

計 116,000,000

 

②【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2026年11月６日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 29,789,122 29,789,122
東京証券取引所
プライム市場

単元株式数は100株であり
ます。

計 29,789,122 29,789,122 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2026年４月１日～
2026年９月30日

－ 29,789 － 10,156 － 452
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(5)【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行㈱
（信託口）

東京都港区赤坂１－８－１
赤坂インターシティＡＩＲ

3,383 11.92

㈱日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１－８－12 1,946 6.86

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY
505001
（常任代理人　㈱みずほ銀行決済営業
部）

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1,
BOSTON, MASSACHUSETTS
（東京都港区港南２－15－１品川イン
ターシティＡ棟）

1,921 6.77

日本マスタートラスト信託銀行㈱
（退職給付信託口・㈱神戸製鋼所口)

東京都港区赤坂１－８－１
赤坂インターシティＡＩＲ

1,835 6.47

ダイキン工業㈱
大阪府大阪市北区梅田１－13－１
大阪梅田ツインタワーズ・サウス

1,017 3.58

シンフォニアテクノロジー取引先持株会 東京都港区芝大門１－１－30 858 3.03

シンフォニアテクノロジーグループ従業
員持株会

東京都港区芝大門１－１－30 832 2.93

大日本印刷㈱ 東京都新宿区市谷加賀町１－１－１ 732 2.58

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY
505038
（常任代理人　㈱みずほ銀行決済営業
部）

HAMGATAN 12, S-10371 STOCKHOLM SWE
DEN
(東京都港区港南２－15－１品川イン
ターシティＡ棟)

707 2.49

前尾　吉信 和歌山県紀の川市 551 1.94

計 － 13,786 48.59

　（注）１　日本マスタートラスト信託銀行㈱（退職給付信託口・㈱神戸製鋼所口）の持株数1,835千株は㈱神戸製鋼所

から同信託銀行へ信託設定された信託財産です。信託約款上、当該株式の議決権の行使についての指図権限

は㈱神戸製鋼所が保有しております。

２　当社は、自己株式1,414千株を保有しておりますが、上記大株主の状況には含めておりません。

３　2026年４月22日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、キャピタル・リ

サーチ・アンド・マネージメント・カンパニー(Capital Research and Management Company)及びその

共同保有者であるキャピタル・インターナショナル㈱並びにキャピタル・インターナショナル・インク

(Capital International, Inc.)が2026年４月15日現在でそれぞれ以下の株式を保有している旨が記載

されているものの、当社として2026年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、

上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の変更報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（千株）

株券等保有割合

（％）

キャピタル・リサーチ・アン

ド・マネージメント・カンパ

ニー(Capital Research and

Management Company)

アメリカ合衆国カリフォルニア州、ロス

アンジェルス、サウスホープ・ストリー

ト333（333 South Hope Street, Los

Angeles, CA 90071, U.S.A.）

1,734 5.82

キャピタル・インターナショ

ナル㈱

東京都千代田区丸の内３－２－３　丸の

内二重橋ビル
48 0.16

キャピタル・インターナショ

ナル・インク(Capital

International, Inc.)

アメリカ合衆国カリフォルニア州

90071、ロスアンジェルス、サウス ホー

プ・ストリート333(333 South Hope

Street, Los Angeles, California

90071, U.S.A.）

45 0.15
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(6)【議決権の状況】

①【発行済株式】

  
 

 2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式(自己株式等)  － － －

議決権制限株式(その他)  － － －

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

－ －
普通株式 1,414,800

完全議決権株式(その他) 普通株式 28,319,900 283,199 －

単元未満株式 普通株式 54,422 － －

発行済株式総数  29,789,122 － －

総株主の議決権  － 283,199 －

　（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,800株（議決権28個）

含まれております。

２　「完全議決権株式（その他）」には、「株式給付信託（BBT-RS）」の信託財産として㈱日本カストディ銀行

（信託Ｅ口）が保有する当社株式43,000株（議決権430個）が含まれております。

３　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式９株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
シンフォニアテクノロジー
株式会社

東京都港区芝大門
１－１－30

1,414,800 - 1,414,800 4.75

計 － 1,414,800 - 1,414,800 4.75

　（注）「株式給付信託（BBT-RS）」の信託財産として㈱日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式43,000株

は、上表には含まれておりません。

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当中間会計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

 

１．中間連結財務諸表の作成方法について

　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

(1)【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,619 10,804

受取手形、売掛金及び契約資産 44,541 42,014

商品及び製品 3,644 4,687

仕掛品 11,078 15,381

原材料及び貯蔵品 10,675 12,852

その他 1,187 925

貸倒引当金 △46 △44

流動資産合計 82,700 86,621

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 15,272 22,518

土地 14,975 14,953

その他（純額） 13,391 8,473

有形固定資産合計 43,639 45,946

無形固定資産 834 815

投資その他の資産   

投資有価証券 18,831 24,401

その他 12,799 12,906

貸倒引当金 △65 △60

投資その他の資産合計 31,565 37,247

固定資産合計 76,039 84,008

資産合計 158,740 170,630
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 16,325 18,009

短期借入金 ※１ 370 ※１ 5,070

１年内返済予定の長期借入金 3,405 3,169

未払法人税等 4,046 2,463

製品保証引当金 334 413

受注損失引当金 149 277

その他 17,167 18,366

流動負債合計 41,799 47,770

固定負債   

長期借入金 8,813 7,394

役員株式給付引当金 303 200

退職給付に係る負債 2,156 2,185

その他 6,761 8,660

固定負債合計 18,034 18,440

負債合計 59,833 66,211

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,156 10,156

資本剰余金 593 593

利益剰余金 66,897 68,789

自己株式 △2,082 △1,954

株主資本合計 75,565 77,585

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 11,007 14,847

繰延ヘッジ損益 △6 21

土地再評価差額金 3,863 3,863

為替換算調整勘定 2,117 2,069

退職給付に係る調整累計額 6,359 6,031

その他の包括利益累計額合計 23,341 26,834

純資産合計 98,906 104,419

負債純資産合計 158,740 170,630
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(2)【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

売上高 55,796 64,614

売上原価 40,604 45,971

売上総利益 15,192 18,643

販売費及び一般管理費 ※１ 9,105 ※１ 9,844

営業利益 6,086 8,799

営業外収益   

受取利息及び配当金 253 321

その他 87 102

営業外収益合計 341 423

営業外費用   

支払利息 75 104

その他 93 139

営業外費用合計 168 243

経常利益 6,259 8,979

税金等調整前中間純利益 6,259 8,979

法人税等 1,708 2,689

中間純利益 4,551 6,290

親会社株主に帰属する中間純利益 4,551 6,290
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

中間純利益 4,551 6,290

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,578 3,840

繰延ヘッジ損益 △2 28

為替換算調整勘定 △181 △47

退職給付に係る調整額 △180 △328

その他の包括利益合計 1,213 3,492

中間包括利益 5,765 9,783

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 5,765 9,783

非支配株主に係る中間包括利益 － －
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(3)【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
 前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 6,259 8,979

減価償却費 1,517 1,760

製品保証引当金の増減額（△は減少） △48 78

受注損失引当金の増減額（△は減少） △27 128

退職給付に係る資産負債の増減額（△は減少） △243 △438

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） 31 △103

貸倒引当金の増減額（△は減少） △54 △7

受取利息及び受取配当金 △253 △321

支払利息 75 104

売上債権の増減額（△は増加） 8,138 2,600

棚卸資産の増減額（△は増加） △3,969 △7,522

仕入債務の増減額（△は減少） △2,276 1,613

未払費用の増減額（△は減少） △364 526

未払消費税等の増減額（△は減少） △1,195 △940

契約負債の増減額（△は減少） 737 3,891

その他 66 291

小計 8,393 10,641

利息及び配当金の受取額 253 322

利息の支払額 △77 △106

法人税等の支払額 △3,779 △3,826

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,789 7,031

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,622 △6,349

無形固定資産の取得による支出 △60 △133

投資有価証券の取得による支出 △13 △23

投資有価証券の売却による収入 23 －

その他 △124 △191

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,797 △6,699

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,300 4,700

長期借入金の返済による支出 △1,614 △1,641

配当金の支払額 △3,236 △4,368

その他 △10 141

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,561 △1,169

現金及び現金同等物に係る換算差額 △136 22

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △704 △814

現金及び現金同等物の期首残高 10,221 11,618

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 466 －

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 9,982 ※１ 10,804
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【注記事項】

（追加情報）

（取締役等に対する株式給付信託（BBT-RS））

　当社は、2019年６月27日開催の第95回定時株主総会決議において、社外取締役を除く取締役及び取締役を兼務

しない執行役員（以下、総称して「取締役等」といいます。）に対する業績連動型株式報酬制度「株式給付信託

（BBT（＝Board Benefit Trust））」（以下「BBT」といいます。）を導入しております。

　なお、2026年６月26日開催の第102回定時株主総会決議において、BBTを取締役等に給付する株式に退任までの

間の譲渡制限を付す「株式給付信託（BBT-RS（＝Board Benefit Trust-Restricted Stock））」（以下「本制

度」といいます。）へ移行しております。

 

（1）取引の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信託を

「本信託」といいます。）を通じて取得され、取締役等に対して、当社が定める役員株式給付規程に従っ

て、当社株式及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下「当社株式等」といいます。）が本信

託を通じて給付される業績連動型株式報酬制度です。

なお、取締役等が当社株式の給付を受ける時期は、原則として毎年一定の時期とし、取締役等が当社株式

を時価で換算した金額相当の金銭の給付を受ける時期は、原則として取締役等の退任時となります。取締

役等が在任中に当社株式の給付を受ける場合は、当社との間で譲渡制限契約を締結し、当該株式について

は当該取締役等の退任までの間、譲渡等による処分が制限されます。

 

（2）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、当社において自己株式として管理している帳簿価額（付随費用の金額を除

く。）により、純資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、

前連結会計年度末322百万円、159,600株、当中間連結会計期間末190百万円、43,000株です。

 

（中間連結貸借対照表関係）

※１　コミットメントライン契約

　当社は安定的かつ機動的に短期の資金調達を行うため、取引銀行15行とコミットメントライン契約を締結し

ております。

　当中間連結会計期間末におけるコミットメントライン契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

　なお、本契約には財務制限条項が付されております。

 
前連結会計年度
（2026年３月31日）

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

コミットメントライン契約の総額 15,000百万円 15,000百万円

借入実行残高 －百万円 4,700百万円

差引額 15,000百万円 10,300百万円

 

（中間連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

 
 前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

給料手当及び賞与 3,700百万円 3,967百万円

退職給付費用 107百万円 44百万円

役員株式給付引当金繰入額 38百万円 53百万円

貸倒引当金繰入額（△は戻入額） △54百万円 △2百万円

 

２　季節的変動要因

 　当社グループの事業構造として、公共インフラ等の設備関連機器の売上が年度末に集中する傾向があるため、連

結会計年度の上半期と下半期の業績に季節的変動があります。
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

現金及び預金勘定 9,982百万円 10,804百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △0百万円 △0百万円

現金及び現金同等物 9,982百万円 10,804百万円

 

（株主資本等関係）

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 3,261 115 2025年３月31日 2025年６月30日

（注）　配当金の総額には、「株式給付信託（BBT）」の信託財産として㈱日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する

当社株式に対する配当金17百万円が含まれております。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2026年6月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 4,398 155 2026年3月31日 2026年6月29日

（注）　配当金の総額には、「株式給付信託（BBT-RS）」の信託財産として㈱日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有す

る当社株式に対する配当金24百万円が含まれております。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
(注)１

中間連結
損益計算書
計上額
(注)２

 
クリーン
搬送
システム

モーション
機器

パワー
エレクトロ
ニクス機器

エンジニア
リング
＆サービス

計

売上高        

外部顧客への売上高 13,258 22,279 9,969 10,289 55,796 - 55,796

セグメント間の内部

売上高又は振替高
- 90 463 2,408 2,962 △2,962 -

計 13,258 22,370 10,432 12,698 58,759 △2,962 55,796

セグメント利益

又は損失（△）
2,075 2,384 712 1,074 6,246 △159 6,086

（注）１　セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去等であります。

２　セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益又は営業損失と調整を行っております。

 

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
(注)１

中間連結
損益計算書
計上額
(注)２

 
クリーン
搬送
システム

モーション
機器

パワー
エレクトロ
ニクス機器

エンジニア
リング
＆サービス

計

売上高        

外部顧客への売上高 18,442 23,471 10,663 12,037 64,614 － 64,614

セグメント間の内部

売上高又は振替高
0 80 632 2,529 3,241 △3,241 －

計 18,442 23,551 11,295 14,566 67,856 △3,241 64,614

セグメント利益

又は損失（△）
4,005 2,891 839 1,496 9,233 △434 8,799

（注）１　セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去等であります。

２　セグメント利益又は損失（△）は、中間連結損益計算書の営業利益又は営業損失と調整を行っております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

（単位：百万円）

 
クリーン搬送
システム

モーション機器
パワーエレクトロ
ニクス機器

エンジニアリング
＆サービス

合計

収益認識の時期      

　一時点で移転される財又
はサービス

13,258 22,247 8,330 6,511 50,347

　一定の期間にわたり移転
される財又はサービス

－ 32 1,638 3,777 5,449

 13,258 22,279 9,969 10,289 55,796

主たる地域市場      

　日本 4,951 17,828 8,312 7,502 38,595

　海外 8,306 4,451 1,656 2,786 17,201

 13,258 22,279 9,969 10,289 55,796

 

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

（単位：百万円）

 
クリーン搬送
システム

モーション機器
パワーエレクトロ
ニクス機器

エンジニアリング
＆サービス

合計

収益認識の時期      

　一時点で移転される財又
はサービス

18,442 23,400 8,649 6,889 57,381

　一定の期間にわたり移転
される財又はサービス

－ 70 2,014 5,148 7,233

 18,442 23,471 10,663 12,037 64,614

主たる地域市場      

　日本 7,009 18,926 8,627 8,682 43,246

　海外 11,432 4,544 2,035 3,355 21,368

 18,442 23,471 10,663 12,037 64,614
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

１株当たり中間純利益
又は１株当たり中間純損失（△）

 161.32円 222.76円

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する中間純利益
又は親会社株主に帰属する中間純損失（△）

（百万円） 4,551 6,290

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益
又は親会社株主に帰属する中間純損失（△）

（百万円） 4,551 6,290

普通株式の期中平均株式数 （千株） 28,213 28,239

（注）１　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　株主資本において自己株式として計上されている「株式給付信託(BBT及びBBT-RS)」に残存する自社の

株式は、１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失(△)の算定上、期中平均株式数の計算におい

て控除する自己株式に含めております。１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失(△)の算定

上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前中間連結会計期間 147,143株、当中間連結会計期間

135,343株であります。
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２【その他】

（株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更）

　当社は、2026年11月６日開催の取締役会において、2027年１月１日付で株式分割及び株式分割に伴う定款一部変更

を行うことを決議しております。

 

１.株式分割の目的

　株式分割を行うことにより投資単位を引き下げ、当社株式の流動性の向上と投資家層の拡大を図ることを目的とし

ております。

 

２.株式分割の概要

（1）分割の方法

　2026年12月31日最終の株主名簿に記録された株主の所有普通株式１株につき、３株の割合をもって分割いたしま

す。

 

（2）分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数 29,789,122株

今回の分割により増加する株式数 59,578,244株

株式分割後の発行済株式総数 89,367,366株

株式分割後の発行可能株式総数 348,000,000株

 

（3）分割の日程

基準日公告日（予定） 2026年12月16日（水曜日）

基準日 2026年12月31日（木曜日）

効力発生日 2027年１月１日（金曜日）

 

（4）１株当たり情報に及ぼす影響

　前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合の、前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間

における１株当たり情報は以下のとおりです。

 

 前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日

　至　2025年９月30日)

 当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日

　至　2026年９月30日)

１株当たり中間純利益

又は１株当たり中間純損失（△）
53.77円 74.25円

 

３.その他

　今回の株式分割に際し、資本金の額の変更はありません。

 

４.株式分割に伴う定款の一部変更について

（1）変更の理由

　今回の株式分割に伴い、会社法第184条第2項の規定に基づき、2027年１月１日をもって当社定款第６条の発行可能

株式総数を変更いたします。

 

（2）変更の内容

現　　行　　定　　款 変　　　更　　　後

（発行可能株式総数）

第6条　当会社の発行可能株式総数は、1億 1,600万株

　　　 とする。

（発行可能株式総数）

第6条　当会社の発行可能株式総数は、3億 4,800万株

　　　 とする。

 

（3）日程

　定款変更の効力発生日　2027年１月１日（金曜日）
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年11月５日

シンフォニアテクノロジー株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

大阪事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山　　中　　智　　弘

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中　　村　　美　　樹

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているシンフォニアテ

クノロジー株式会社の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日から

2026年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利

益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、シンフォニアテクノロジー株式会社及び連結子会社の2026年９月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間

連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

 

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手続

を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度

の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認めら

れると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国におい

て一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書におい

て中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結

論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として

存続できなくなる可能性がある。

 

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

 

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

 

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

 

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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